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■2015/3期 連結PL実績

当連結会計期間（2014年４月１日～2015年３月31日）の業績は、主に秋冬商戦の苦戦
により、増収減益となった。2015年２月５日に発表した下方修正計画からは各段階での利
益が上回った。

連結売上高は、グループ全社の増収により、前期比102.0％となった。

売上総利益率は、主に円安の進行、仕入品売上構成の拡大や３Ｑ以降の値引きの増加
等に伴い、前期比1.4ポイントマイナスの51.9％となった。

販管費率は、 主に㈱ＵＡの既存店前期比がマイナスになったことによる相対的な固定
費増やたな卸し資産の増加に伴う物流費の増等により、前期比0.6ポイント増の43.3％と
なった。

以上の結果、経常利益は前期比84.0％の115億42百万円、当期純利益は前期比79.9％
の63億32百万円となった。修正計画と比較すると、経常利益が計画比104.9％、5.4億円の
プラス、当期純利益が103.8％、2.3億円のプラスとなった。
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■単体PL実績

（説明は省略）
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■単体 売上高実績 チャネル別

単体売上高は前期比100.4％、小売＋ネット通販既存店売上高前期比は97.7％となっ
た。

ビジネスユニットは小売が減収、通販が増収、アウトレットが増収となった。

ネット通販はカジュアル商品の販売が好調なことや、セール商品の集約販売等に伴い、
好調に推移した。また、スニーカーや話題性のある人気商材をネット通販で購入されるお
客様が増加していることも好調理由として挙げられる。

売上構成比はネット通販が前期より1.0ポイント上昇し12.0％となり、アウトレットは前期
と同等の12.4％となった。



6

■単体 売上高実績事業別

通期では、クロムハーツが増収、他の部門は秋冬の苦戦と2014年３月の増税駆け込み
需要の反動で減収となった。

ＵＡ事業では、メンズ・ウィメンズともドレス部門が苦戦し、カジュアル部門が堅調に推移
した。

ＧＬＲ事業では、ウィメンズが苦戦、メンズが堅調に推移した。

クロムハーツ事業ではシルバーアイテム、ゴールドアイテム、カットソー、アイウェア等が
好調に推移した。同事業はインバウンドへの積極的な対応も奏功した。

Ｓ.Ｂ.Ｕ. は全般的に苦戦した。ドゥロワーは既存店前期比がプラスで推移した。
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■単体 売上総利益率 実績

単体売上総利益率は、前期比1.6ポイント減の51.3％となった。

ビジネスユニット計は、1.2ポイント減の55.4％となった。減少の主な要因は、円安の影響
に伴う原価率の上昇、仕入品の売上構成の増加、３Ｑ以降の値引きの増加等によるもの。
また、仕入品の中でも、さらに原価率の高く売上総利益率の低い、著名なブランド品など
の売上構成比が期を通じて増加したことなども、減少の要因となった。

概算となるが、1.2ポイント減の内訳は0.6ポイント程度が値引きロスの拡大、残りの0.6
ポイント程度が仕入原価率上昇や売上ＭＩＸの変化による減と思われる。

アウトレットは、レギュラー事業在庫の消化促進等を行ったことや、主に４Ｑから過去在
庫の消化促進を狙った店外催事の開催等により、前期比2.8ポイント減の31.4％となった。

その他原価は、クロムハーツ売上の拡大に伴うロイヤリティの増や商品廃棄の増等によ
り前期より193百万円増加した。

なお、四半期別の売上総利益率推移は次ページ参照。
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■参考：四半期別 売上総利益率実績

（説明は省略）
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■単体 販管費実績

単体販管費率は、前期比0.3ポイント増の42.2％となった。

前期からの売上比増減要因は、出稿や交通広告の減に伴う宣伝販促費の減、ＩＴ関連コ
ストの増や物流委託費の増に伴うその他販管費の増などが挙げられる。

修正計画からは約5.7億円の減となった。要因は、主に欠員・抑制等に伴う人件費や採
用教育費の減が約３億円、出張費・研究費等の減が0.6億円、宣伝販促費の減が0.4億円、
その他一般コストの減・削減の積み上げが1.7億程度となる。
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■連結・単体 BS実績

連結総資産は前期末比104.6％の620億20百万円となった。

連結ＢＳの前期末比での差異要因は以下の通り。

流動資産は、前期末比106.8％の414億38百万円となった。主にたな卸資産の増によるも
のである。固定資産は、同100.4％の205億82百万円となった。これは主に新規出店に伴う
有形固定資産や差入保証金の増によるものである。

流動負債は、同95.9％の241億１百万円となり、固定負債は、同254.7％の67億31百万円
となった。流動負債の減少要因は主に未払法人税等の減によるものであり、固定負債の
増加要因は主に自社株取得に伴う借入金の増によるものである。

純資産は同98.9％の311億86百万円となった。利益剰余金の増があったが、自社株取得
に伴う減があり、前期末より減少した。

連結の長短借入金残高は、前期末比206.6％の105億円となった。これは主に自社株取
得に伴う借入の増によるものである。

単体のたな卸資産は、前期末比115.3％となった。売上の伸びは100.4％であったため、
まだ増加率は高いが、前回の３Ｑ末の前年同期比は116.8％であったため、伸び率は若干
低下傾向にある。今後も調達・消化双方の調整を行うことで、たな卸資産の増加抑制を
図っていく。
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■ 連結ＣＦ実績

現金及び現金同等物の期末残高は、55億85百万円となった。

営業キャッシュ・フローは、47億30百万円のキャッシュインとなった。キャッシュインの主
な内訳は税前当期純利益104億円、減価償却費18億円であり、キャッシュアウトの主な内
訳は、法人税等の支払額58億円、たな卸資産の増31億円である。

投資活動によるキャッシュ・フローは、32億49百万円のキャッシュアウトとなった。キャッ
シュアウトの主な内訳は新規出店等に伴う有形固定資産の取得22億円や差仕入保証金
の支出３億円である。

財務活動によるキャッシュ・フローは、13億28百万円のキャッシュアウトとなった。キャッ
シュインの主な内訳は自己株式取得に伴う長期借入金の増60億円であり、キャッシュアウ
トの主な内訳は自己株式の取得46億円、配当金の支払21億円である。



■2016/３期 グループ合計出退店計画

2016/３期のグループ合計での新規出店計画数は32、退店数は６、期末の店舗数見込
は360である。

㈱ＵＡの新規出店計画数は23、退店数は４、期末の店舗数見込は261である。

なお、2015/３期については、期末に新規出店見込であった２店舗の新規出店が４月初
旬にずれたため、３Ｑ説明会の見込み数より期末店舗数が２店舗減少している。

また、2016/３期の新規出店については、ビューティ＆ユース ユナイテッドアローズ、グ
リーンレーベル、コーエンなどの既存大型事業がメインとなる。

なお、グループ合計での2016/３期の期末売場面積は、2015/3期末に比較し、９％強
程度の増加を見込んでいる。
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■参考：㈱UA 2016/3期 出退店計画明細

（説明は省略）
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■参考：2015/３期の出退店実績明細

（説明は省略）
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■参考：2015/３期の出退店実績明細

（説明は省略）
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■グループ会社の進捗

・（株）フィーゴ

2015/３期は増収減益となった。売上高は、小売やネット通販の伸長等により、前期比
104％の34億円となったが、アスペジ等の新規ブランドに関わる販促費や店舗人件費の
増加等により、減益となった。 新年度は、お客様ニーズを取り入れた商品企画の拡充や、
㈱ＵＡとの交換研修による販売力強化により、増収増益を目指す。

・(株)コーエン（決算月：１月）

2015/１期は増収増益となった。売上高は、新規出店に伴う増収の他、既存店およびネッ
ト通販が好調に推移し、前期比126％の91億円となった。2013年秋冬に一旦引上げた価
格を2014年春夏から以前のレベルに戻すことで価格と価値のバランスを取った商品が好
調であることに加え、店舗マネジメントの強化等を行い、当初計画を上回る着地となった。
新年度についても、商品力のさらなる強化に加え、顧客管理力、店舗運営力の強化により
増収増益を目指す。

・UNITED ARROWS TAIWAN LTD. （決算月：１月）

2015/1期は計画内の経常損失で着地。引き続き、高感度層を中心にご来店いただいて
おり、トレンド性の高い商品展開を拡大している。将来的なシーズンMD対応に向け、ドロッ
プシップのテストを実施。引き続き、SNSの活用やスタンプカードの導入等により、販売面
を強化。 新年度は、ＭＤのさらなる改善、認知度の向上を図ることにより、売上の拡大を
図る。
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■2016/３期 連結・単体PL計画

連結、単体とも増収増益を目指す。

連結売上高は前期比 107.9％の 1,414億円を目指す。㈱ＵＡの小売＋ネット通販既存店
売上高前期比の前提は103.3％である。

売上総利益率は前期からマイナス0.3ポイントの51.7％を見込む。低下の主な要因は、過
去在庫の処分によるアウトレット売上総利益率の低下である。

販管費率は前期から0.1ポイント増の43.4％を見込む。前期は業績低迷に伴い、大幅に
コストを抑制した実績となったが、新年度についても、同様にコストを抑制することで、売上
総利益率の低下を補って増益を目指す。

営業利益は前期比103.0％の116億円、経常利益は前期比101.1％の116億円を目指す。

減損損失の減少見通しに伴い、当期純利益は前期比112.2％の71億円を目指す。

なお、連結のEPSについては、特損の減や自社株取得等に伴い、前期比117.8％の
235.05円の見込である。
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■参考：2016/３期 連結・単体 上下別PL計画

連結・単体とも上期減益、下期増益で通期増益の計画である。

上期減益の要因は、売上総利益率の減によるものである。

過去在庫の消化は、通年で実施するため、マイナスの影響は通年で発生。一方、前期
上期は比較的順調に推移し、下期に売上低迷し値引き販売が拡大。このため、上期の売
上総利益率は前期より下がり、下期は前期のハードルが下がるため、改善する見通し。

なお、この過去在庫の消化については、2016/３期 １年のみの取組みとなるため、
2017/３期については、在庫消化に伴う例年以上の粗利マイナスは発生しない見通しであ
る。
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■参考：2016/３期 単体 売上高計画明細

（説明は省略）
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■2015/３期 総括

2015年３月期は、増収・減益、期初計画未達となり、業績の低迷に伴い売上総利益率の低下、た
な卸資産の増加、買上客数の減少といった経営課題も顕著に現れた。

この背景は、すべて内部要因にある。経営陣、そして全従業員が、社会の変化、お客様の変化
、競合他社の変化に対して、意識・行動を変えることができなかった。

個別の施策に対する反省

価格政策：特に昨年の秋冬商品については、「お客様がどう感じられるか」という配慮に欠けた
価格の商品、いわゆる「価格と価値のバランスに欠いた商品群」が店頭に並ぶことで、売上が大
きく低迷した。

新規事業開発：前々期および前期の２年間で、新規の事業を３つと海外事業をほぼ同時に立ち
上げたことで、経営資源、人的資源が一時的に分散化・希薄化した。

既存事業：特に主力事業に関して、複数の新規事業の赤字をカバーすべく、期初の売上計画を
過度にストレッチしてしまったことが、結果として2015年３月期の計画未達の大きな要因となった。

在庫：円安による調達価格の上昇や増税前の駆込み需要対応といった外部要因を理由に、仕
入額や在庫額が計画を超過していく情況を認識しながら、有効な牽制ができていなかった。

背景にあるのは、小売業でもっとも大切な存在である「お客様」を置き去りにしてしまったこと、

「お客様意識」の欠如によるものである。売上や利益はすべてお客様に喜んでいただいた

その「結果」としてついてくるものであるが、前期は、結果を優先してしまい、お客様に喜んでいた
だく意識が希薄になっていた。

これらを踏まえ、新年度の経営方針を策定した。



21

■2016/３期の経営方針 ・重点取組課題

お客様意識が欠如してしまったという前期の反省を踏まえ、当期の経営スローガンとして『目の前のお客様大満足
』を掲げる。社是の「店はお客様のためにある」に立ち返り、『目の前のお客様大満足』を全ての判断軸として、社員
全員が自分にできるお客様大満足を考え、行動する。

重点取り組み課題には、商品・販売・宣伝部門の連携サイクルの徹底強化と在庫増加の抑制を定めた。

商品部門は、販売部門との密なコミュニケーションと自らの足によるマーケット分析を通じて、今のお客様のニーズ
と今後のファッショントレンドを収集。その情報を基に、お客様が今欲しい商品と時代の半歩先を行く商品のバランス
が取れた品ぞろえにつなげる。

販売部門は、お客様の期待を越えた感動を与える接客で目の前のお客様大満足を実現する。加えて接客から得
られるお客様のご要望を商品部門に伝え、商品開発をサポートする。

宣伝部門は、 検索と共有が重要となる昨今のお客様の消費行動に合わせ、お客様の情報検索の手法や共有した
くなる情報を意識した、新しいスタイルの情報発信や販促企画に挑戦する。

在庫増加の抑制においては、期末在庫の伸張率を売上伸張率以下に抑えることを目標とした。ＭＤ政策の見直し
を通じて適切な仕入計画を策定し、新鮮な品ぞろえでお客様をお迎えすることで、商品消化率を向上する。過去在庫
については、アウトレットでの販売に加え、店外催事やネット通販を活用することで、期末在庫量を抑制する。加えて
当期から事業評価の項目に在庫指標を取り入れることで、各事業部門の在庫消化意識も高める。

あわせてインバウンド需要、ネット通販を全社推進項目として掲げた。近年の訪日外国人のご来店増加に対して、
販売員の語学教育や外国人向けの販促施策を強化し、インバウンド需要の拡大につなげる。ネット通販は、引き続
きオムニチャネルの取り組みを推進することで、お客様の利便性向上に努める。2016年３月期は、これらの推進によ
り、まずはお客様に喜んでいただくことで、結果として売上・利益を向上させ、計画達成を目指す。
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■参考：重要施策の進捗状況

MD政策の見直しについては、SPA比率の高いグリーンレーベル リラクシングと一部を除くSBU
において８シーズンＭＤの運用を開始した。導入してから日が浅く、まだ具体的な成果を説明でき
る段階ではないが、仮説・検証を繰り返しながら運用精度を高めていく。８シーズンMDを導入して
いない事業についても、各シーズン開始時の商品投入量を抑制し、売れ筋商品の期中投入に予
算枠を確保している。新鮮な商品の投入で定価販売比率を高め、売上総利益を確保しながら、残
在庫量を抑えていく。

価格戦略の見直しについては、昨年秋冬の価格改定で支持をいただけなかったアイテムの価
格を見直し、売れ筋価格帯の確保に努めている。商品投入後も売れ行きが鈍い商品は早期に
セールへ切り替えるなど、柔軟な価格対応を行いながら、販売を進めていく。

在庫消化の促進については、第４四半期に外部催事を計４回実施し、過去在庫の消化に努め
た。あわせてネット通販店舗へのセール在庫の集約、アウトレット通販サイトへの期間限定出店な
どを通じ、期中商品・過去商品の消化促進に努めた。当期においても引き続きこれらの施策を取
るとともに、アウトレット店舗の新規出店を２店舗、増床を１店舗行なうことで、利益へのインパクト
を軽減しながら消化を進めていく。

新年度も、既存店客数が前期比でマイナスであることや、事業別の強弱もあり、まだ予断を許さ
ない状況ではある。一方、そのような中でも、2015年の春夏商品の全社売上高については、現時
点で概ね想定どおりに推移している。

今後も仮説検証を行いながら、お客様にご支持いただける商品とサービスを提供していく。
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■中期経営計画の売上・利益目標の取り下げについて

当社は2014年５月に、2017年３月期を最終年度とする中期経営計画を発表し、最終年度の定
量目標として、連結売上高1,550億円、経常利益170億円、ＲＯＥ20％以上を掲げた。今回この定
量目標のうち、売上高と経常利益の取り下げ、ＲＯＥ目標を維持する。

背景として挙げられるのが、外部環境の想定以上の変化と、それに対する対応の遅れである。
これにより中期計画策定時と現時点での利益進捗に大きな乖離が発生。中期最終年度の経常
利益を達成するために、現状から逆算すると、2017年３月期に150％近い利益成長を目指す必
要がある。この必達を優先して、過度なストレッチを実行した場合、結果としてさらなる減益の発
生など、ステークホルダーの皆様に逆にご迷惑をおかけすることにもなりかねない。長期にわた
る持続的な成長を図る上で、現段階で最も重視すべきことは、お客様満足の向上である。ストア
ロイヤルティ、クリエイティビティの向上を目指した施策を実施することにより、着実に足場固めを
行ない、堅実な成長を目指す。万が一、短期的な業績変動があった場合にも、ステークホルダー
価値の維持向上を図るため、ＲＯＥ20％以上の目標は継続する。ＲＯＥ目標は、各年度において
も可能な限り目標以上の着地を目指す。

次期中期計画の策定見通し：2016年３月期は足場固めに特化し、８シーズンＭＤ等が安定的に
稼動していると見込まれる2017年３月期に新たな中期を策定、2018年の期初に発表予定。

2022年３月期を最終年度とした長期ビジョンの定量目標に変更はない。達成に向けた戦略・施
策等につきまして、再精査を進めている。
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■利益配分方針・経営体制の充実

利益配分方針

当社では、成長投資に向けた内部留保とのバランスを配慮しつつ、配当性向30％を目処に安
定配当を実施することを利益配分の基本方針としている。

2015年３月期は、業績が当初計画に届かなかったが、利益配分方針にある「安定配当」を優先
し、１株当り配当額を当初計画のまま据え置く。配当性向は39.1％となる。2016年３月期も「安定
配当」を優先し、１株当り配当金額を前年同額の78円とする。配当性向見込みは33.2％程度とな
る。

経営体制の充実

2015年６月の株主総会での承認を前提に、独立社外取締役が１名就任予定である。候補者は
法政大学 経営学部教授の西川 英彦氏である。同氏は、株式会社ワールド在籍後、ムジ・ネッ
ト株式会社にて取締役を務め、その後2004年に博士号を取得。以降、大学および大学院で教鞭
をとられている。同氏のリテールビジネスにおける豊富な経験や、大学教授としての幅広い知見
を当社の健全で効率的な経営の推進に活かしていただきたいため、社外取締役の就任をお願い
した。

西川氏の就任により、当社は独立社外取締役２名体制となる。コーポレートガバナンスに造詣
の深い弁護士である石綿氏に加え、リテールビジネスに造詣の深い西川氏の経営参画により、
管理・監督機能をより強化していく。
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